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第 1章  総 則 

第１節 目的 

  この水防計画は、水防法（昭和２４年法律第１９３号。以下「法」という。）第４条の

規定に基づき、静岡県知事（以下「知事」という。）より指定された指定水防管理団体た

る小山町（以下「町」という。）が法３３条の規定に基づき水防事務の調整及びその円滑

な実施のため必要な事項を規定し、小山町の地域にかかる河川の洪水等による水災を警戒

又は防御し、これによる被害を軽減することを目的とする。 

 

第２節 用語の定義 

  この計画書における用語の定義は次のとおりである。 

１ 小山町水防本部 

水防事務を統括するため設置するもので、水防に関係の深い部、課で編成し、事務局 

を防災担当課に置くものをいう。 

２ 水防管理団体（法第２条） 

 水防の責任を有する小山町をいう。 

３ 指定水防管理団体（法第４条） 

 水防上公共の安全に重大な関係があると認めて、知事が指定した水防管理団体である 

小山町をいう。 

４ 水防管理者（法第２条第２項） 

 水防管理団体の長である小山町長をいう。 

５ 消防機関の長（法第２条第４項） 

 御殿場市・小山町広域行政組合消防本部の消防長をいう。 

６ 水防警報（法第２条第７項、法第１６条） 

 国土交通大臣又は知事が定めた河川について国土交通大臣又は知事が洪水によって 

災害が起こる恐れがあると認められた時、水防を行なう必要がある旨を警告して行なう 

発表をいう。 

７ 小山町災害対策本部（災害対策基本法第２３条） 

 災害対策に関する一元的体制を確立し防災、災害救助、災害警備、災害応急復旧等の 

措置を迅速かつ強力に実施するため災害が発生し、又は災害が発生する恐れがある場合

で町長が必要と認めたとき災害対策基本法に基づき設置する機関をいう。 

 

第３節 水防の責任等 

１ 水防管理団体の責任（法第３条） 

町は、各々その管轄区域内の水防が十分に行われるよう次の事項を整備確立し、その 

責任を果たさなければならない。 

(1) 水防組織の確立（法第３条） 

(2) 水防団、消防団の整備（法第５条） 
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(3) 水防団員等の公務災害補償（法第６条の２） 

(4) 水防倉庫、資機材の整備 

(5) 通信連絡系統の確立（法第２７条） 

(6) 平常時における河川、遊水池の巡視（法第９条） 

(7) 浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水の防止のための措置 

（法第１５条） 

洪水予報等の伝達方法や災害時要援護者を含めた避難警戒体制を地域防災計画へ 

定め、これらを記載した印刷物の配布 

（8） 水防協力団体の指定、監督、及び情報の提供（法第３６、３９、４０条） 

（9） 水防従事者に対する災害補償（法第４５条） 

(10) 消防事務との調整（法第５０条） 

(11) 水防時における適正な水防活動の実施 

ア 水防に要する費用の自己負担の確保（法第４１条） 

イ 水防団または消防団の出動体制の確保（法第１７条） 

ウ 通信網の点検 

エ 水防資器材の整備点検、調達並びに輸送の確保 

オ 雤量、水位観測の的確な実施 

カ 堤防等決壊の通報及び決壊後の措置に講ずること（法第２５、２６条） 

キ 水防上緊急に必要のある時の公費負担権限の行使（法第２８条） 

ク 住民の水防活動従事の指示（法第２４条） 

ケ 警察官の出動要請（法第２２条） 

コ 避難のための立ち退きの指示（法第２９条） 

サ 自衛隊の出動を依頼（知事を経由する。自衛隊法第８３条） 

シ 水防管理団体相互の協力応援（法第２３条） 

ス 水防解除の指示 

セ 水防てん末報告書の提出（法第４７条） 

なお、指定水防管理団体は上記以外に義務として次の事項を行わなければならない。 

(1) 水防機関の整備（法第５条） 

(2) 水防計画の樹立（法第３３条第１項） 

都道府県の水防計画に応じた町の水防計画を定め、毎年水防計画に検討を加え、必

要があるときは変更しなければならない。 

(3) 水防計画の知事への届け出（法第３３条第３項） 

  水防計画を定め、又は変更したときは、都道府県知事に届け出なければならない。 

(4) 水防計画を定め、又は変更したときは、公表するよう努めなければならない。 

（法第３３条第３項） 

(5) 水防団員数の確保（法第３５条） 

(6) 水防団、消防機関及び水防協力団体の水防訓練（法第３２条の２） 
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(7) 指定水防管理団体の水防協議会設置（法第３４条） 

 

２ 一般住民の義務 

(1) 常に気象状況、水防状況等に注意し、水防管理者の要請のある場合、又は水害が予

想される場合は進んで水防に協力するように努めなければいけない。（法第２４条） 

(2) 水防通信への協力（法第２７条） 

 

第４節 安全配慮 

水防団員自身の安全確保に留意して水防活動を実施するものとする。 

避難誘導や水防作業の際も、水防団員自身の安全は確保しなければならない。なお、水防

団員自身の安全確保のために配慮すべき事項は下記を参考に活動地域の状況に応じた対応 

をとるものとする。 

・水防活動時にはライフジャケット等を着用する。 

・水防活動時の安否確認を可能にするため、非常時でも利用可能な通信機器を携行する。 

・水防活動は、ラジオを携行する等、最新の気象情報等を入手可能な状態で活動する。 

・指揮者は、水防活動が長時間にわたるときは、疲労に起因する事故を防止するため団員を

随時交代させる。 

・水防活動を行う範囲に応じて監視員を適宜配置する。 

・指揮者又は監視員は、現場状況の把握に努め、水防団員の安全を確保するため、必要に応

じ、速やかに退避を含む具体的な指示や注意を行う。 

・指揮者は水防団員等の安全確保のため、予め活動可能な時間等を水防団員等へ周知し、共

有しなければならない。 

・指揮者は、活動中の不測の事態に備え、退避方法、退避場所、退避を指示する合図等を事

前に徹底する。 

・出水期前に、洪水時の堤防決壊の事例等の資料を水防団員全員に配付し、安全確保のため

の研修を実施する。 

 

 

第２章 水防組織 

 

 

第１節 水防組織 

 水防に関係ある気象の警報、注意報等の発表により、洪水等の恐れがあると認められた

ときから、洪水等の危険が解除されるまで、次の組織で事務を処理する。 

ただし、小山町災害対策本部が開設されたときは、その組織に統合されるものとする。 
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図 １ 水防組織 
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図 ２ 連絡系統図 
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第２節 水防事務分掌 

総 務 部 総 務 班 

（総務課） 

職員の動員及び調整に関すること。 

水防本部長及び副本部長の命令伝達に関すること 

水害応急復旧対策の予算措置に関すること 

町有車輌の総括に関すること 

支部との連絡調整に関すること 

各部及び部内各班との連絡調整に関すること 

防 災 班 

（防災課） 

水防本部の設置及び廃止に関すること 

水防本部の活動、対策状況の記録調整に関すること 

水災応急復旧対策の実施の総括に関すること 

他の防災機関との調整に関すること 

備蓄復旧用資材及び器材の管理に関すること 

応急復旧資器材の調達に関すること 

情報連絡 部 情 報 連 絡 班 

（町長戦略課） 

各種気象予報・警報及び水防警報等の受信記録又は、

テレビ、ラジオの情報記録の収集に関すること 

雤量及びに河川水位の報告等、記録の取りまとめに

関すること 

水防時における防災行政無線、ＦＡＸの記録、保存

に関すること 

交通情報、道路情報等の収集に関すること 

住民の避難状況等の収集に関すること 

河川、道路等の被害状況報告の取りまとめに関する

こと 

部内各班の連絡調整に関すること 

広 報 班 

（町長戦略課） 

町民への広報活動に関すること 

町民からの広報要請に関すること 

無線放送に関すること 

報道機関との連絡調整に関すること 

無 線 統 制 班 

(未来拠点課) 

デジタル行政無線の運用及び全般統制に関すること 

デジタル行政無線による情報収集に関すること 

デジタル行政無線による連絡通話に関すること 

企画調査 部 土 木 １ 班 

（建設課） 

土 木 ２ 班 

（都市整備課） 

土 木 ３ 班 

（未来拠点課） 

町内建設業者との連絡調整に関すること 

応急復旧用土木資材及び機器の確保対策に関するこ

と 

道路、橋梁のパトロール等、交通規制に関すること 

道路河川に係る水災応急復旧対策に関すること 

水害調査及び水害現状の応急復旧対策の指導、監督

に関すること 
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部内各班の連絡調整に関すること 

農 林 班 

（農林課） 

林道、農道及び農業施設の水災応急復旧対策に関す

ること 

救護衛生 部 避 難 所 支 援 班 

(住民福祉課) 

避難所における避難者の把握及び生活対策に関する

こと 

避難所の開設・運営支援に関すること 

衛 生 班 

（健康増進課） 

 

救急用医薬品及び衛生資材の調達斡旋に関すること 

救護班の編成及び救護所の開設に関すること 

環境衛生の維持、防疫及び清掃に関すること 

衛生施設の水害応急対策に関すること 

要 援 護 者 班 

（住民福祉課） 

身体障害者、高齢者及び母子世帯等要援護者の把

握・援護に関すること 

応急救護を要すると認められる者の救護、その他保

護に関すること 

福祉避難所の開設・運営に関すること 

水 道 部 施 設 班 

（上下水道課） 

水道施設の水災応急復旧対策に関すること 

水道業者との連絡調整に関すること 

支 部 北郷、足柄、 

須走、 

生涯学習支部 

水防本部との連絡調整に関すること 

支部管内の情報収集に関すること 

庁舎等の水災応急復旧に関すること 

非常備消防部 非常備消防班 

（消防第１～第７

分団） 

団員の動員に関すること 

危険地域住民の避難誘導に関すること 

河川、その他危険地域の巡視に関すること 

人命の救出、救護に関すること 

分団車庫等の水災応急対策に関すること 

その他、水防本部長の指示に基づくこと 

常備消防部 小山消防署班 署員の動員に関すること 

水防本部との連絡調整に関すること 

消防無線及び行政無線の活用に関すること 

救急業務に関すること 

人命の救出、救護に関すること 

庁舎等の水災応急対策に関すること 

須走分署 班 小山消防署班に同じ 
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第３章 避 難 

 

第１節 避難の指示、勧告 

 洪水等により著しい危険が切迫していると認められるときは、法第２９条に基づき、水防 

管理者は、すみやかに必要と認める区域の居住者に対し、立ち退き又はその準備を指示する 

ものとする。 

 なお、その際、報道機関等、水防信号又はその他の方法を利用し、迅速かつ的確に指示す 

るものとする。 

 水防管理者が、立ち退き又は避難の準備を指示するときは、遅滞なく当該区域を所管する 

警察署長へ報告するとともに、水防区長(沼津土木事務所長)を経由して水防本部長へその旨 

を報告しなければならない。 

 

第２節 避難のための立退き計画 

 水防管理者は、避難所として適当な施設について充分調査し、当該区域を所轄する警察署 

長及び関係者と事前に協議のうえ、あらかじめ立退き計画を作成するとともに、立ち退き先 

経路等に伴う必要な措置を講じておくものとする。 

 指定水防管理団体の水防計画書には、危険箇所に対する避難場所、避難指示者及び避難責 

任者（避難誘導者）を明示し、事前に一般に広く周知せしめておくものとする。 

 

 

第４章 決壊等の通報及び決壊後の処置 

 

第１節 決壊等（被害情報）の通報(第２５条) 

 １ 堤防等が決壊し又はこれに準ずべき事態が発生した場合は、水防管理者又は消防機関

の長は、すみやかに住民、水防区長（沼津土木事務所長）、御殿場警察署、交番、駐在

所及び隣接水防管理者に通報するものとする。 

なお、住民への通報に際しては町の同報無線、広報車、登録制メール、ホームページ

等及び報道機関等を利用し、迅速な情報伝達に努めるものとする。 
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図 ３ 通報連絡系統図 

      
     

隣接水防管理者 
      
      （神奈川県山北町） 
      

水防区長 
      

堤防決壊 
  

水防管理者 
    （沼津土木事務所長） 

    
交番、駐在所 

（被害情報）      
     

御殿場警察署 
     
      

学校、保育園、幼稚園 
     
     

福祉施設 
     
     

住民 
    

 

第２節 決壊後の処置 

決壊箇所については、水防管理者、消防機関の長及び各機関の長が相互に協力して、でき 

る限り氾濫による被害が拡大しないように努めるものとする。 

 

第５章 重要水防箇所 

 

第１節 重要水防箇所 

町内には、国、県で指定する水防上警戒又は防御に重要性を有する箇所はないが、過去の

災害の発生の状況から、町として水防上警戒又は防御に重要性を有する箇所は、次のとおり

である。 

水防管理者は、常に当該箇所の現況把握に努め、その水防対策を確立しておかなければ

ならない。 

  

№ 地名（場所） 予想被害等 河川名 備  考 

１ 生土字地蔵本地先 護岸の崩壊 鮎沢川 平成 19 年台風 19 号 

２ 新柴字横山腰巻地先    〃 鮎沢川 昭和 57 年台風 10 号 

３ 新柴字向井平地先    〃  〃     〃 

４ 藤曲地先    〃 須 川 昭和 54 年台風 20 号 

５ 藤曲及び落合地先    〃 須川・野沢川 昭和 47 年集中豪雤 

６ 
湯船・柳島・落合・ 

藤曲・音渕地先 

   〃 

橋梁の崩壊 

須川・野沢川 

馬伏川 

平成 22 年台風 9号 
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第２節 土石流危険渓流 

 土石流危険渓流は、別表第１のとおりである。 

 

 

第６章 資器材及び設備の整備運用並びに輸送 

 

第 1 節 資器材及び設備の整備 

１ 防災（水防）倉庫の設置状況並びにこれに備蓄されている資機材の整備状況は、別表

第２のとおりである。 

２ 水防管理者は、資機材等の数量を把握し、緊急時の補給に備えるとともに備蓄資機材

が使用又は損傷により不足を生じた場合は、速やかに補充するものとする。 

３ 県においては、緊急事態に対処できるよう各水防区に水防倉庫を設置し、水防用資器

材を整備する。この備蓄資器材については、水防管理団体が自らの備蓄資器材を使用し、

さらに緊急調達してもなお不足した場合で、水防管理者の要請に基づき水防区長がこれ

を認めたときは、支給することができる。 

 

第２節 輸送の確保 

 １ 非常時の際、資機材、作業員その他の輸送を確保するため、輸送経路を定めておくも

のとする。 

 ２ 輸送車の配置状況は、下記のとおりである。 

 

配置場所 車  種 数 量 管理部署 備  考 

 

 

役場本庁 

ﾄﾖﾀ    ﾗｲﾄｴｰｽ  １ 総務課  

ﾄﾖﾀ    ﾀﾞｲﾅ  １ 建設課  

ｽｽﾞｷ   ﾀﾞﾝﾌﾟ  １ 建設課  

ﾄﾖﾀ   ﾀﾞｲﾅ  １ 上下水道課  

小山消防署 ﾎﾝﾀﾞ  ｱｸﾃｨﾄﾗｯｸ  １ 小山消防署 広域行政組合 

 

 

 

第７章 通信連絡 

 

第 1 節 水防通信連絡系統 

水防時における情報連絡系統は、気象関係の通報、水防警報等の通報、災害等情報の通報 

等があり、下記のとおりである。 
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図 ４ 水防時における通信連絡基本系統図 
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第２節 災害時優先電話について 

大きな災害が起きると、被災地への電話が殺到する。ＮＴＴでは法律に基づき一般通話

に対して規制ができるようになっている（電気通信事業法）。 

災害時優先電話とは、こうした規制の対象とならない特別な指定を受けている電話のこ

とである（電話サービス契約特約）。 

災害時優先電話の指定にあたっては、ＮＴＴにおいて国や地方公共団体等の一定の機関

に限定している。一定の機関とは、電話サービス契約約款に定めているとおり、「災害の

予防もしくは救援、交通、通信、電力の供給確保又は、秩序の維持のために必要な事項を

内容とする通話及び公共の利益のため緊急を要する事項を内容とする通話」が行われる機

関である。 

町では、防災担当課の電話番号を災害時優先電話に指定している。 

 

 

第８章 気象庁が行う予報及び警報とその措置 

 

第１節 静岡地方気象台が行う水防活動に必要な気象等の予報及び警報 

１ 気象予報 

気象業務法の規定に基づき、静岡地方気象台が水防活動のために発表する注意報、警

報の種類及び発表基準は次のとおりである。 

２ 静岡地方気象台発表の注意報、警報の種類とその発表基準（静岡県小山町） 

種類 発表基準 

注
意
報
・
警
報 

水
防
活
動
の
利
用
に
適
合
す
る
も
の 

大雤注意報 

大雤によって災害が起こる恐れがあると予想される場合 
具体的には以下の条件に該当する場合である 

基準値 

基準 

表面雤量指数基準 土壌雤量指数基準 

１１ ９０ 

 

洪水注意報 

洪水によって災害が起こる恐れがあると予想される場合 
具体的には以下の条件に該当する場合である 

基準値 

基準 

流域雤量指数基準 ※複合基準 

鮎沢川流域＝30.2 
須川流域＝13.7 

小山佐野川流域＝17.2 

須川流域＝（5,13.7） 
小山佐野川流域＝（5,17.2） 

 

※（表面雤量指数、流域雤量指数）の組み合わせによる基準 
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大雤警報 
(土砂災害) 
(浸水害) 

大雤によって重大な災害が起こる恐れがあると（又は著しく大
きいと）予想される場合 
具体的には以下の条件に該当する場合である 

基準値 

基準 

表面雤量指数基準 
（浸水害） 

土壌雤量指数基準 
（（土砂災害） 

１９ 
 

１６４ 
 

 

洪水警報 

洪水によって重大な災害が起こる恐れがあると予想される場合 
具体的には以下の条件に該当する場合である 

基
値 

基準 

 

鮎沢川流域＝37.7 
須川流域＝17.7 

小山佐野川流域＝21.6 
 

○ 土壌雤量指数：土壌雤量指数は、降雤による土砂災害発生の危険性を示す指標で、土壌

中に貯まっている雤水の量を示す指数。解析雤量、降水短時間予報をもとに、5km 四方の

領域ごとに算出する。 

○ 流域雤量指数：流域雤量指数は、降雤による洪水災害発生の危険性を示す指標で、対象

となる地域・時刻に存在する流域の雤水の量を示す指数。解析雤量、降水短時間予報をも

とに、5km 四方の領域ごとに算出する。 

○ 注意報及び警報は上記の基準に達する、あるいは越えて被害が予想される場合には発表

される。 

＜参考＞ 特別警報 

気象庁は、予想される現象が特に異常であるため重大な災害の起こるおそれが著しく大き

い場合として降雤量その他に関し気象庁が定める基準に該当する場合には、気象、地象、津

波、高潮及び波浪についての一般の利用に適合する警報（特別警報）をする。   

なお、津波については、既存の大津波警報が特別警報に位置付けられる。 

水防活動の利用に適合する（水防活動用）注意報及び警報は、指定河川洪水注意報及び警報 

を除き、一般の利用に適合する注意報、警報及び特別警報をもって代える。なお、水防活動 

の利用に適合する特別警報は設けられていない。 

 
３ 静岡地方気象台発表の特別警報の発表基準（小山町関係分） 

種 類 発表基準 

大雤特別警報 台風や集中豪雤により数十年に一度の降雤量となる大雤が予想さ

れ、若しくは、数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧

により大雤になると予想される場合 

暴風特別警報 数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により暴風が吹

くと予想される場合 

暴風雪特別警報 数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により雪を伴う

暴風が吹くと予想される場合 

大雪特別警報 数十年に一度の降雪量となる大雪が予想される場合 
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４ 気象警報等の伝達等系統図 

 

図 ５ 伝達系統図 
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第９章 水防警報 

 

第１節 水防警報の受理伝達・周知 

１ 静岡県（以下「県」という。）から通知される気象予報・警報・水防警報等の受理は、

勤務時間内においては防災課で、勤務時間外及び休日は御殿場市・小山町広域行政組合

消防本部（以下「消防本部」という。）通信指令課で行うものとする。 

なお、水防本部開設後においては、水防本部において受理する。 

水防警報の種類、内容及び発表基準 

種 類 内 容 発表基準 

準備 

水防資器材の点検、幹部の 

出動等に関するもの。 

水位が氾濫注意水位（警戒水位）に達し、

気象状況及び河川状況等により必要と

認められたとき。 

出動 
水防団員の出動を通知する

もの。 

水位が出動水位に達し、気象状況及び河

川状況等により必要と認められたとき。 

解除 
水防活動の終了を通知する

もの。 

水位が氾濫注意水位（警戒水位）を下回

り、水防作業の必要がなくなったとき。 

情報 

水防活動上必要とする水

位、その他河川の状況を通

知するもの。 

適宜 

 

２ 水防警報などが発せられたことを知ったときは、ただちに水防信号（警鐘・サイレン）

防災行政無線をもって町民等に周知徹底を図るものとする。 

(1) 防災行政無線による情報の伝達は、次の点に留意して行うものとする。 

ア 反復して伝える。 

   イ 正確に伝える。 

   ウ 情報に応じた時期を選ぶ。 

   エ 受け手に記録の余裕を持たせる。 

(2) 広報車による情報の伝達は、次の点に留意して行うものとし、広報設備のある広報

車、消防署、消防団の消防車を使用して行うものとする。 

なお、公用車で広報設備のある車両は別表第３のとおり。 

   ア 反復して伝える。 

   イ 正確に伝える。 

３ 水防に関する情報の収集及び伝達 

 水防対策を迅速かつ円滑に実施するための措置として、あらかじめ収集伝達すべき情 

報について、その種類 優先順位、取扱部局を定めておくものとする。 

情報の主なものは次のとおりとする。 

   ア 水防応急復旧対策の実地状況 
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   イ 出水の状況、河川の氾濫の状況 

   ウ 交通機関の運行及び道路交通状況 

   エ 電気、ガス、水道等生活関連施設の状況 

   オ 消防団員の配備命令の伝達 

   カ 避難の状況 

４ 情報の収集手段の確保           

 情報収集の手段は、防災用ファックス、防災行政無線（移動系）、電話、アマチュア 

無線、消防用無線とする。 

なお、消防無線は、消防本部の消防通信規程による。 

 ５ 静岡県沼津水防区（以下「水防区」という。）に対する報告 

 水防区への報告は、次の項目について速やかに報告するものとする。 

(1) 水防本部の設置状況 

  (2) 水防活動の実施状況 

  (3) 水災による被害状況 

第２節 広報活動 

水防警報等発令時において正しい情報を正確にかつ迅速に提供し、民心の安定を図ると

ともに、町民が的確に防災対応ができるよう必要な広報について定める。 

 １ 広報事項 

 町民が防災活動を行う上で必要な広報を行うものとし、特に重要な広報事項について

は、広報案文をあらかじめ作成しておくものとし、その主なものは次のとおりである。 

  (1) 水防応旧復旧対策の実施状況 

  (2) 交通機関運行状況及び道路交通情報 

  (3) 電気、ガス、水道等生活関連施設の運営状況 

  (4) 家庭において実施すべき防災対策 

  (5) 自主防災会に対する防災活動の要請 

２ 広報実施方法 

  (1) 同時通報用無線、広報車 

  (2) 自主防災会をとおしての連絡 

 

 

第１０章 水防活動 

 

第１節 配備体制 

１ 非常配備体制及び配備時期 

水防部員の非常配備については、小山町災害対策（水防・災害警戒・地震災害警戒） 

本部編成表により事前、第１次、第２次の配備体制とし、配備体制及び配備体制につく
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時期は次のとおりとする。 

(1) 事前配備体制（水防本部が設置されていないとき） 

ア 事前配備体制【情報収集】 

大雤、洪水注意報のいずれかが発表され、危険な状態が予想されるとき又は大雤・ 

洪水警報のいずれかが発令されたときとし、水防事務担当課により情報収集及び連

絡を主とした活動ができる体制とする。 

   イ 事前配備体制【水防警戒】 

    第３節４「警戒水位」に示す警戒水位にいずれかの河川が達したとき又は危機管理 

監が必要と認めたときに、情報連絡部長、企画調査部長及び教育部長の指名する者に 

より、情報収集及び連絡体制を強化した体制とする。 

 (2) 第 1次配備体制 

大雤、洪水警報のいずれかが発表され、危険な状態が予想されるときに発令し、 

総務部、情報連絡部、企画調査部の各部長及び部長が指名する者により、事態の推移に

伴い警戒活動が遅滞なく遂行できる体制とする。 

(3) 第２次配備体制 

大雤、洪水警報のいずれかが発表され状況が悪化したとき、または、大規模な水害が

発生するおそれがあるときに発令し、全職員（休職者等、臨時職員を除く。）で水害対

応が遅滞なく遂行でき状態の推移に伴い速やかに救助体制に移行できる体制とする。 

 

２ 水防本部員の非常招集 

   事務分担する部員等は、水防本部の業務開始の招集を受けたときは、ただちに本部に

参集し、水防本部長の指揮を受けるものとする。 

なお、水防組織連絡系統は、次のとおりとする。 

図 ６小山町水防組織連絡系統図 

          

        
総務部 

   

            

     
常備消防部 

       

         
情報連絡部 

    

              

               

          
企画調査部 

    

              

               

水防本部長 
  副本部

長 
    

本部員 
    

救護衛生部 
    

          各地区
住民               

          
水道部 

    

              

               

      
非常備消防部 

   
各支部 
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３ 水防本部が設置されるまでの態勢 

大雤又は、台風の襲来により水害の発生等が予測されるが、まだ本部が設置されて 

いないとき（勤務時間内、勤務時間外及び休日）における情報の受領及び連絡は、次に

よる。 

(1) 勤務時間内の処理 

県から通知される警報等の受理は、水防事務担当課で行うが、水防本部の開設後 

においては水防本部において事務処理を行うものとする。 

(2) 勤務時間外及び休日の処理 

警備員又は日直者は、県からの大雤、洪水警報等の受理をしたときは、小山町災 

害対策本部緊急連絡網により連絡し、本部が開設されるまでの間の情報の受理等は、

水防事務担当課において、水防本部開設後においては水防本部において事務処理を行

うものとする。 

４ 消防団員及び消防署員の非常配備 

  (1) 待機 

消防団長及び消防長は、水防に関係のある気象の予報、注意報及び警報が発表され

たとき、または、河川の水位が水防団待機水位(通報水位)に達し、かつ準備の必要を

認めるときは、連絡員を水防本部に詰めさせ、その後の情勢を把握することに努め、

また、一般団員及び署員は次の段階に入り得るような状態におく。 

  (2) 準備 

河川の水位が警戒水位に達してなお上昇の恐れがあり、かつ出動の必要が予測され 

るときは、各分団長及び消防署員は所定の詰め所に集合し、資材器具の点検、整備を

行い水防上重要な箇所への巡視等のため一部団員を出動させる。 

  (3) 出動 

河川の水位がなお上昇し、出動の必要があると認められるときは、消防団員及び消 

防署員は、所定の詰め所に集合し、指定区域内での危険箇所の巡視等の警戒配備に就

くものとする。 

ただし、一時的な出水によって小規模な被害が発生した時、又は被害の発生の恐れ 

があると予想される時は、分団長の判断により出動する。 

５ 出動報告（消防団） 

(1) 分団長は、団長の命令の有無にかかわらず、別紙第１の様式により、水防本部に 

団員の出動状況を報告するものとする。 

(2) 各分団は、可能な限り連絡員１名を所定の詰め所に常駐させ、相互の連絡にあた 

るものとする。 

６ 部員の心構え 

  (1) 常に気象状況に注意し、水防指令の発令が予測されるときは出動の準備をしな 

ければならない。 

  (2) 第１次配備体制発令後は、できる限りの外出はさけて待機するとともに常に居所 
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を明確にしておくこと。 

  (3) 水防本部長の発令する命令及び各部長の発令する指示並びに連絡等の伝達その 

他の報告、要請等の受理にあたった部員は、その内容が特に軽易な場合を除いてはそ

の内容を記録し、受理伝達は確実に遂行するものとする。 

 ７ 水防上の注意事項 

(1) 洪水、津波、高潮のいずれにおいても、水防活動（避難誘導や水防作業）の実施に

あたり、水防団員自身の安全は確保しなければならない。 

(2) 出動の際は、必要に応じ、水防団員自身でライフジャケット等の安全具を装着する。 

(3) 水防団員及び消防団員は、出動前によく家事を整理し、万一家人が待避する場合に

おける待避要領等を家人に伝え、後顧の憂いをなくし、一旦出動した場合は命令なく

して部署を離れたり勝手な行動をとってはならない。 

(4) 作業中は、終始敢闘精神をもって上司の命に従い、団体行動をとらなければならな

い。 

(5) 作業中は、私語を慎しみ、言動に注意し、特に夜間は「溢水」「破堤」等の想像に

よる言語を用いてはならない。 

(6) 命令及び情報の伝達は、特に迅速正確及び慎重を期し、みだりに人心を動揺させた

り、いたずらに水防員を緊張によって疲れさせないよう留意し、最悪時に最大の水防

能力が発揮できるように心掛けること。 

(7) 洪水時において堤防に異状が起こる時期は、滞水時期にもよるが、大体水位が最大

のとき又は、その前後である。しかし、法崩れ陥没等は通常減水時に生じる場合が多

い（水位が最大洪水位の４分の３位に減尐したときが最も危険）から、洪水が最盛期

を過ぎても完全に終息するまで警戒を厳にすること。 

(8) 水防解除後は人員、資器材及び作業箇所を点検し、その概要を直ちに報告する。 

(9) 使用した資器材は、手入をして所定の位置に設備する。 

 

第２節 雤量の監視と通報 

 １ 雤量の監視 

   大雤・洪水警報が発令された場合、または、注意報が発令され大雤警報に切り替えが

予想される等の場合、県の土木防災情報を一元化した静岡県土木総合防災情報システム

（以下「サイポス」という。）及び国土交通省がインターネット配信している。 

国土交通省及び気象庁がインターネット配信している気象情報等を雤量監視に活用

する。 

   国土交通省【川の防災情報】 

   ・ＰＣ版 http://www.river.go.jp/ 

   ・スマートフォン版 http://www.river.go.jp/s/ 

   気象庁 

   http://www.jma.go.jp 
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２ 警戒雤量等 

(1) １時間降雤量が、平坦地で４０ミリ以上あったとき 

(2) 静岡地方気象台から小山町に大雤・洪水注意報が発令され、土砂災害警戒情報警戒

判定メッシュが『黄色』になったとき 

(3) 静岡地方気象台から小山町に大雤・洪水警報等が発令されたとき 

３ 通報、連絡 

通報員は、前記警戒雤量に達したときは、速やかに危機管理監に通報するとともに、

毎時の雤量等を報告する。 

４ 雤量観測場所 

 雤量観測場所及び通報員は次のとおりとする。 

観測並びに通報員 観 測 場 所 所 在 地 

土 木 １ 班 員 小山町役場 （７６－１１１１） 小山町藤曲５ ７ － ２ 

消 防 署 職 員 
小山消防署 （７６－０１１９） 小山町菅沼３５９－２ 

消防須走分署（７５－２００１） 小山町須走２９３－１ 

 

第３節 監視及び警戒とその措置 

１ 水位の監視と公表 

 (1) 町内の水位及び雤量観測所 

   水位 小山町藤曲 鮎沢川 

    雤量 小山町藤曲 

 (2) 水位の監視 

   静岡県土木情報システムにより水位情報を入手するとともに、鮎沢川の監視カメラ

により情報を収集する。 

 (3) 水位の通報 

   県で管理する水位観測所に示す水位が水防団待機水位（通報水位）を超えた場合、

水防区長（沼津土木事務所長）から次の各号について、町に通報する。 

  ア 水位が水防団待機水位（通報水位）に達したとき及び通報水位以上にある間の各

時間ごとの水位 

  イ 水位が氾濫注意水位（警戒水位）に達したときの時刻 

  ウ 水位が最高水位に達した水位とその時刻 

  エ 氾濫注意水位（警戒水位）又は水防団待機水位（通報水位）を下回ったときの時   

   刻 

 

２ 水防監視 

水防本部長は、水防警報等の報告を受けた時は消防団長に対し各河川の巡視を行うよ 

う指示し、消防団長は水防受け持ち区域の分団長に連絡し、必要団員を監視警戒河川の
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巡視を行なうよう指示する。 

  (1) 各分団長は、洪水予報の通知を受けたときは随時河川、堤防を巡視し、量水標に 

よる水位の変化と水門の状況等を水防本部長に報告するものとする。なお、警戒水 

位に達したときは、静岡県水防信号第１信号により地域住民に周知するものとする。 

  (2) 各分団長は、河川の水位が警戒水位に達したときは常時河川、堤防を巡視し洪水 

のおそれを察したときは、ただちにその状況を水防本部長に報告するとともに、 

静岡県水防信号第２信号を発し団員を招集し、水防作業に当たらせ、その旨を水防 

本部長に報告するものとする。 

  (3) 各分団長は、堤防の決壊又はこれに準ずる事態が発生し水防のため地域住民の出 

動を求める必要があるときは、ただちに静岡県水防信号第３信号を発し、その旨を 

水防本部長に報告するものとする。 

  (4) 各分団長は、洪水の危険が切迫しただちに地区住民の避難、立ち退きを必要と認 

めたときは静岡県水防信号第４信号を発し、地区住民を安全な場所へ避難誘導する 

とともに、その旨を水防本部長に報告するものとする。 

３ 監視警戒河川（橋名） 

   分団の水防受け持ち区域を別表第４のとおり定める。 

 ４ 警戒水位 

   各河川の警戒水位は次のとおりとする。 

河 川 名 水位監視箇所 警 戒 水 位 

佐 野 川 城 の 腰 橋 １ ． ５ ｍ 

立 沢 川 昭 永 橋 １ ． ０ ｍ 

鮎 沢 川 向 田 橋 １ ． ５ ｍ 

鮎 沢 川 花 戸 橋 ２ ． ０ ｍ 

鮎 沢 川 落 合 橋 ２ ． ０ ｍ 

馬 伏 川 清 水 橋 １ ． ５ ｍ 

須 川 上 須 川 橋 １ ． ５ ｍ 

野 沢 川 六 合 橋 １ ． ５ ｍ 

滝 沢 川 滝 沢 橋 ０．７５ｍ 

 

第４節 水防作業 

 水防作業を必要とする異常事態が発生したときは、被害を未然に防止し、又は被害の拡大

を防ぐため、雤量、水位・流速、護岸及び近接地域の状態等を考慮して最も適切な工法を選

択し実施するものとする。その際、団員は安全性が高いと考える場所までの避難完了に要す

る時間を考慮して、団員自身が危険性が高いと判断したときには、自身の避難を優先する。 
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 また、水防管理者は、平常時から水防実施関係者に水防工法等を習熟させ、災害時におい

ても最も適切な作業が即時に実施できるよう努めなければならない。 

 

第５節 水防信号及び水防標識 

１ 水防信号 

   法第２０条の規定による水防信号は、静岡県水防信号（昭和３１年９月２８日静岡

県規則第７５号）の規定に基づき、次により行うものとする。 

(1) 信号は、適当の時間継続する。 

(2) 必要があるときは、警鐘、サイレン信号を併用する。 

(3) 上記によるほか、伝令の称呼による通報を考慮すること。 

区分／方法 説 明 警 鐘 信 号 サイレン信号 

第１信号 

はん濫注意水位(警戒

水位)に達したことを

しらせるもの 

休
止 

◯ 

休
止 

◯ 

休
止 

◯ 
約５秒吹鳴 

 ○   ○   ○ 

  約１５秒休止 

第２信号 

水防団員及び、消防機

関に属する者の全員が

出動すべきことを知ら

せるもの 

◯―◯―◯ ◯―◯―◯ 

約５秒吹鳴 

 ○   ○   ○ 

  約６秒休止 

第３信号 

当該水防管理団体の区

域内に居住するものが

出動すべきことを知ら

せるもの 

◯―◯―◯―◯ ◯―◯―◯―◯ 

約１０秒吹鳴 

 ○   ○   ○ 

  約５秒休止 

第４信号 

当該水防管理団体の区

域内居住者の避難のた

め立ち退くべきことを

知らせるもの 

乱  打 

約１分吹鳴 

 ○   ○   ○ 

  約５秒休止 

注 意 

１．信号は、適切の時間継続すること 

２．必要があれば警鐘、サイレンを併用することをさまたげない 

３．危険が去ったときは、口答伝達により周知させるものとする 

２ 水防標識 

 法第１８条の規定による水防標識（昭和３１年県告示第９３９号）は次のとおりでる。 

 水防のため現場の赴く職員は、次の腕章を装着するものとする。 

 

 

               

 

 

水 防 

水 
小山町(静岡県) 

水は赤色、外は白色 

縦 10Cm×横 17Cm 

腕章 
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 水防のために出動する緊急車（道路交通法の規定に基づき公安委員会の指定を受けたも

の）及び他の水防車両は、優先通行を確保するため、次の車馬標識を用うるものとする。 

 

 

 水 
 

 標灯は、次のとおりとする。 

     標燈 

    

          水は赤色、外は白色 

 

          形状については、適宜 

 

３ 身分証票 

   水防計画を作成するため必要な土地に立ち入る場合に携帯する小山町（水防管理団

体）の職員の身分証票は次のとおりである。 

第   号 

身分証票 

住 所 

氏 名 

職 名 

 

  上記の者は、水防法第 49 条第 1項の規定により他人の土

地に立ち入ることができるものであることを証する。 

 平成  年  月  日 

        水防管理者 小山町長       ㊞ 

５５ｍｍ 

９０ｍｍ  

 

(1) 本証は水防法第 49 条第 2項による立入証である。 

(2) 本証の身分に変更があったときは速やかに訂正を受け 

ること。 

(3) 記名以外の者の使用を禁ずる。 

(4) 本証の身分を失ったときは速やかに返還すること。 

小山町(静岡県) 

水 
 

小山町 

(静岡県) 

車馬標識 

水は赤色、外は白色 

縦 60Cm×横 90Cm 
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第６節 水防配備の解除 

１ 配備の解除 

水防管理者は、水防活動の必要がなくなったと認めたときは、配備の解除を発令する 

とともに、住民その他関係機関に通知するものとする。 

なお、配備の解除を発令したときは、所管する水防区長を経由して県水防本部長に報 

告するものとする。 

２ 消防団の配備の解除 

(1) 水防解除は、水位が下降して水防活動の必要がなくなり水防本部長又は水防管理者

が水防解除の指令をしたときとする。 

(2) 本部員及び消防団員は上記の水防解除の指令があるまでは、自らの判断等により勝

手に部署をはなれてはならない。 

(3) 水防解除後は人員、資器材及び作業箇所を点検し、その概要を直ちに報告する。 

(4) 使用した資器材は、手入れして所定の位置に設備する。 

 

 

第１１章 協力応援 

第 1節 河川管理者の協力 

 １ 中部地方整備局の協力 

   河川管理者(中部地方整備局長)は、自らの業務に照らし可能な範囲で水防管理団体が

行う水防のための活動に次の協力を行う。 

  (1) 河川に関する情報の提供 

   ア 川の防災情報(一般向け) http://www.river.go.jp 

   イ 川の防災情報(市町向け) http://cityriver.go.jp/title_city.html 

  (2) 重要水防箇所の合同点検の実施 

  (3) 水防管理団体が行う水防訓練及び水防技術講習会への参加 

  (4) 水防管理団体の備蓄資器材で不足するような緊急事態に際して、河川管理者の応急

復旧資器材又は備蓄資機材の提供 

  (5) 水防活動の記録及び広報 

  (6) 国土交通省の災害対策用車両等の派遣 

   ア 国土交通省災害対策用車両の派遣を要請する場合は、最寄りの直轄事務所へ直接

電話連絡して、その際に、使用（派遣）場所（位置図）、使用（派遣）車両、使用

（派遣）期間、受入担当者の連絡先等、派遣に必要な事項を併せて提示する（ＦＡ   

Ｘ）。なお、要請に関する手続きは、ウ項に示す。また、要請に関する様式は、様

式   のとおりである。 

     なお、派遣要請した場合には、速やかに所轄する水防区長を経由して県水防本部

長に報告するものとする。 

     災害対策用車両等の派遣に要する費用は原則として派遣要請をした地方自治体
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が負担することとする。 

   イ 災害対策派遣要請連絡先 

    沼津国道河川事務所 調査第 1課 電話 055-934-2009 ＦＡＸ 055-934-2019 

   ウ 災害対策用車両派遣に係る手続きの流れ 

     ①無償（国有財産貸付による場合） 
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     ②国土交通省による派遣の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ２ 静岡県の協力 

   (1) 情報の提供 

    ア インターネット用ホームページ 

      ページ名称：サイポスレーダー(静岡県土木総合情報) 

      アドレス：http://www.sipos.pref.shizuoka.jp 

    イ 携帯電話用ホームページ 

      ページ名称：サイポスレーダー携帯版(静岡県土木総合情報) 

      アドレス：http://www.sipos.shizuoka2.jp/m/ 

  (2) 重要水防箇所の合同点検の実施 

  (3) 水防管理団体が行う水防訓練及び水防技術講習会への参加 

  (4) 水防管理団体の備蓄資器材で不足するような緊急事態に際して、河川管理者の応

急復旧資器材又は備蓄資機材の提供 

  (5) 水防活動の記録及び広報 

 

第２節 水防管理団体相互の協力及び応援 

１ 水防本部長は、水防上必要があるときは、法第２３条に基づき他の水防管理者又は市

町長若しくは消防長に対し応援を求めることができる。 

   ただし、県水防本部長は上記にかかわらず応援に関する指示を行うことがある。 

２ 応援を求められた水防管理者又は市町長若しくは消防長は、自らの水防に支障がない

限りこの求めに応ずるものとし、作業、行動等については応援を求めた水防管理者の所

轄のもとに行なうものとする。 

３ 隣接する水防管理団体は、協力、応援等水防事務に関しあらかじめ相互に協定をして

おくものとする。 

 

第３節 自衛隊の派遣要請 

  水防管理者は、災害に際して緊急必要があると認めたときは、知事に対し自衛隊の支

援について、次の事項を明示した文書をもって要請する。 
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  ただし、知事への要求ができない場合は、その旨及び災害の状況を陸上自衛隊第３４

普通科連隊長に通知し、知事に対してもその旨を速やかに通知する。 

  (1) 災害の状況及び派遣を必要とする理由 

  (2) 派遣を希望する期間 

  (3) 派遣を希望する人員、車両、航空機等の概要 

  (4) 派遣を希望する区域、活動内容その他必要事項 

  (5) その他参考となるべき事項 

 

第４節 警察官の出動要請 

  水防管理者は、水防上必要があると認めるときは、法第２２条の規定により所轄の警察

署長に対し警察官の出動を要請することができる。 

 

 

第１２章 水防てん末報告 

 

１ 水防管理者は、水防活動を実施し、水防活動が終結したときは、次の事項をとりまと

め、別紙第２の様式により水防実施後 10 日以内に水防区を経由して、県水防本部長に

報告するとともに、特に水防功労者表彰の申請については、実状を調査し内容を審査し

たうえ、功績順位並びに意見を付して県水防本部長に報告するものとする。 

 ２ 水防てん末報告事項 

  (1) 天候の状況並びに警戒中の水位観測表 

  (2) 水防活動をした河川名及びその箇所 

  (3) 警戒出動及び解散命令の時刻 

(4) 消防団員及び消防機関に属する者の出動時刻及び人員 

  (5) 水防作業の状況 

(6) 堤防、その他の施設の異常の有無及びこれに対する処置とその効果 

  (7) 使用資材の種類及び数量並びに消耗量及び員数 

  (8) 水防法第２８条の規定による公用負担下命の器具、資材の種類、数量及び使用場所 

  (9) 応援の状況 

  (10) 居住者出勤の状況 

  (11) 警察関係の援助の状況 

  (12) 現場指導の官公署氏名 

  (13) 立退きの状況及びそれを指示した理由 

  (14) 水防関係者の死傷 

  (15) 殊勲者及びその功績 

  (16) 殊勲水防員、消防団員とその功績 

  (17) 今後の水防について考慮を要する点、その他水防管理団体の所見 
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 ３ 水防活動実施報告書作成上の注意事項 

  (1) 水防管理団体水防活動実施報告書 

   ア 各水防管理団体及び水防区で水防を行った箇所ごとに作成すること。 

   イ 水防管理団体は、水防区長(土木事務所長)に箇所ごとの報告書の集計表を添付し

３部提出すること。 

   ウ 集計表は本様式を利用し、水防実施箇所欄には箇所数のみ記入すること。 

   エ 氾濫した場合には、箇所図（1/5,000 以上）に、氾濫区域及び実施箇所を明示し

添付すること。 

  (2) 水防活動実施報告書 

    水防管理団体は、水防を実施した場合のみ別紙様式により翌月３日までに所轄水防 

区に報告するものとする。 

 

 

第１３章 水防計画及び水防訓練 

 

第１節 水防計画 

１ 水防計画の策定 

(1) 水防管理団体は、静岡県水防計画に応じた水防計画を定め、及び毎年水防計画に検

討を加え、必要があるときと認めるときは、これを変更し、遅滞なく知事に届け出

なければならない。 

(2) 水防計画は、各種事態を想定してでき得る限り具体的に策定し、これを住民に周知

徹底するよう努めるものとし、水防計画を定め、又は変更したときはその要旨を公表

しなければならない。 

２ 水防計画の配布 

  水防管理団体は、水防計画を定めたときは、関係機関に配布するものとする。 

 ３ 水防計画作成要領 

   水防管理団体の水防計画は、水防の目的を完全に達成するため、組織の整備、資器材、

通信施設の充実及び通信連絡方法の合理的な運用を図るとともに、特に現地に即したあ

らゆる事態を想定して、具体的に定め、「水防計画作成の手引き(案)」（水防管理団体版）」

を参考にして作成する。 

 

第２節 水防訓練 

 町は、毎年１回以上県の指導により水防訓練を実施するものとする。なお、訓練要領は、

所轄土木事務所長と協議のうえ水防管理者が定めるものとする。 
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第１４章 その他 

 

第１節 費用負担及び公用負担 

１ 費用負担 

水防管理団体が、その所轄区域の水防に要した費用は、当該水防管理団体が負担する

ものとする。 

 ただし、次に掲げる場合においては、水防管理者相互において協議して定めるものと

し、協議が成立しない場合は、県知事にあっせんを依頼するものとする。 

  (1) 法第２３条の規定による応援のための費用 

  (2) 法第４２条の規定により、著しく利益を受けた市町村の一部負担 

２ 公用負担の権限 

 水防上必要があるときは、法第２８条により水防管理者、消防機関の長は次の権限を

行使することができる。 

  (1) 必要な土地の一時使用 

  (2) 土石、竹林その他の資材の使用 

  (3) 土石、竹林その他の資材の収用 

  (4) 車馬、その他の運搬機器の使用 

  (5) 工作物、その他障害物の処分 

３ 公用負担権限委任証明書 

公用負担の権限を行使する者は、水防管理者、消防機関の長にあっては、その身分を

示す証明書を、その他、これらの者に委任を受けた者にあっては、次のような証明書を

携行し、必要がある場合は、これを提示しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 公用負担の証票 

  公用負担の権限を行使するときは、次のような命令書を目的物の所有者、管理者又はこ

れに準ずる者に手渡してから行使するものとする。 

公用負担命令権限書 

職 名  

氏 名  

 

 右の者      の区域における水防法第２８条第１項の規定の権限を委任したこ

とを証明する。 

    年   月   日 

 小山町長         ㊞  
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第２節 公務災害補償 

 水防員又は、消防関係機関の職員が公務により死亡し、負傷し、若しくは病気にかかり、

または、公務による負傷若しくは、病気により死亡し、若しくは、障害の状況となったと

きは、そのものの所属する水防管理団体は、条例の定めるところにより損害を補償するも

のとする。 

 

第３節 小山町水防協議会 

 水防計画その他水防に関し重要な事項を調査審議させるため、法第３４条により小山町

水防協議会を置く。（別表第５） 

 

第４節 災害用伝言ダイヤル「１７１」等 

 災害用伝言ダイヤルとは、地震、水害等災害が発生した時に最も重要となる安否確認を伝

達するシステムである。 

 また、災害時に利用できる安否情報システムには、伝言ダイヤルのほか、災害用ブロー

ドバンド（Web117）、携帯電話会社の災害用伝言板がある。 

公用負担命令書 

 第   号 

目 的 物   種類   員数 

負担内容   使用   収用   処分 

 

   年   月   日 

 

小 山 町 長         ㊞  

事務取扱者         ㊞ 

             様  

切 取 線  

 第   号 

受領書 

公用負担命令書 

    右受領しました。 

氏   名        ㊞  

   小山町長  様 
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別紙第１ 

年　　月　　日　

小山町消防団第　　　　　分団　

作成責任者 印　

警戒水位 メートル

川

雤　　量 ミリ

左岸 ｍ

川 地先

右岸 ｍ

年　　　月　　　日　　　　時　　　分　から

年　　　月　　　日　　　　時　　　分　まで

箇　所 ｍ

工　法

堤防 田 畑 家 道路 鉄道 避難等の人員

効　果
m ㎡ ㎡ 戸 m m 人

被　害
m ㎡ ㎡ 戸 m m 人

かます、俵

万年、土俵

な　　わ
水 防 関 係
者 の 死 傷

丸　　太

そ　の　他

人

水 防 作 業 の
概 況 及 び 工 法

水
防
の
結
果

使

用

資

器

材

住 民 の
出 動 状 況

雤量水位の
状 況

水防活動実施報告書

出 水 の 概況

水 防 実 施 箇 所

日 時

出 動 人 員
消防団員 その他 合　　　計

人 人
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別紙第２ 

平成　　　年　　　月　　　日　

水防管理団体名 作成責任者

警戒水位 ｍ

川

雤量 ｍｍ

左

川 岸 地先 ｍ

右

自　　　　月　　　　日　　　　時 管理団体 県支給分 その他 計

手 当 て 円 円 円 円

至　　　　月　　　　日　　　　時 そ の 他

計

資 材 費

器 材 費

工法 箇所 ｍ 雑 費

計

枚 枚 枚 枚

枚 枚 枚 枚

㎏ ㎏ ㎏ ㎏

枚 枚 枚 枚

警 察 官 の
応 援 状 況

備 考

公 用 負 担
内 容

水 防 活 動
に 関 す る
反 省 点

他 団 体
の 応 援
状 況

そ の 他 の
出 動 状 況

水 防 関 係
者 の 死 傷

居 住 者 の
出 動 状 況 水 防 功 労

者 の 氏 名
年 齢 所 属
及 び そ の
功 績 概 要

雤 量 水 位
の 状 況

m 人

県の応援状況

水 防 団 員
消 防 団 員 の
出 動 状 況

立 ち 退 き
状 況 及 び
それを指示
し た 事 由

被　害

m ㎡ ㎡ 戸 m

m 人 な わ

丸 太

そ の 他

その他
使
用
資
材

か ま す 、 俵

万 年 、 土 俵

効　果

m ㎡ ㎡ 戸 m

公 用 負 担

合 計

水

防

の

結

果

堤
防

田 畑 家
鉄
道

道
路

人
口

合　　計

人 人 人 人

水 防 作 業
の 概 要
及 び 工 法

水防管理団体水防活動実施報告書

出 水 の
概 要

水 防
実 施 箇 所

日 時 所

要

経

費

人

件

物

件

費

出 動 人 員
水防団員 消防団員 その他

（注） １ 水防を行なった箇所ごとに作成すること。
２ 氾濫箇所図（1/5000以上）を添付し、氾濫区域及び実施箇所を明示すること。
３ 水防管理団体は、箇所ごとの報告書の集計表及び氾濫箇所図（1/5000以上）を添付して、水防区長

（土木事務所長）に３部提出すること。
４ 集計表は本様式を利用し、水防実施箇所欄には箇所数のみ記入すること。
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別表第 1 

土石流危険渓流一覧表 

№ 箇所番号 区域名 大字・字・小字 備  考 

１ ３４４－Ⅰ－００１ 沢田川 桑木字前耕地   他  

２ ３４４－Ⅰ－００２ 井戸沢川 竹之下字善光寺  他  

３ ３４４－Ⅰ－００３ 地蔵堂川 竹之下字市場   他  

４ ３４４－Ⅰ－００４ 湯沸沢川 竹之下字大曲   他  

５ ３４４－Ⅰ－００５ 神田平沢 竹之下字市場   他  

６ ３４４－Ⅰ－００６ 地蔵堂川左支川 竹之下字市場   他  

７ ３４４－Ⅰ－００７ 入山沢 竹之下字入山   他  

８ ３４４－Ⅰ－００８ 犬の平沢Ａ 小山字犬の平   他  

９ ３４４－Ⅰ－００９ 桃山沢 小山字犬の平   他  

10 ３４４－Ⅰ－０１０ 犬の平沢Ｂ 小山字犬の平   他  

11 ３４４－Ⅰ－０１１ 犬の平沢Ｃ 小山字犬の平   他  

12 ３４４－Ⅰ－０１２ 行者沢川 藤曲字奈良橋   他  

13 ３４４－Ⅰ－０１３ 藤曲沢 藤曲字神明丁   他  

14 ３４４－Ⅰ－０１４ 湯船沢Ｂ 湯船字坊ヶ沢   他  

15 ３４４－Ⅰ－０１５ 湯船沢Ｃ 湯船字坊ヶ沢   他  

16 ３４４－Ⅰ－０１６ 湯船沢Ｆ 湯船字谷戸    他  

17 ３４４－Ⅰ－０１７ 湯船沢Ｇ 湯船字谷戸    他  

18 ３４４－Ⅰ－０１８ 野沢川右支川Ａ 柳島字久保    他  

19 ３４４－Ⅰ－０１９ 遠茂白川 柳島字炭畑    他  

20 ３４４－Ⅰ－０２０ 小山沢Ａ 小山字上大入   他  

21 ３４４－Ⅰ－０２１ 頓沢川 生土字下頓沢   他  

22 ３４４－Ⅰ－０２２ 小山沢Ｂ 小山字五本木   他  

23 ３４４－Ⅰ－０２３ 滝沢川左支川Ｂ 小山字サイノ神  他  

24 ３４４－Ⅰ－０２４ 滝沢川左支川Ａ 小山字サイノ神  他  

25 ３４４－Ⅰ－０２５ 滝沢川 小山字滝沢    他  

26 ３４４－Ⅰ－０２６ 和波倉沢 生土字大原    他  

27 ３４４－Ⅰ－０２７ 西沢川 生土字西沢    他  

28 ３４４－Ⅰ－０２８ 東沢川 生土字西沢    他  

29 ３４４－Ⅰ－０２９ 赤根沢川 生土字小向    他  

30 ３４４－Ⅰ－０３０ 菖蒲沢 小山字カジヤシキ 他  

31 ３４４－Ⅰ－０３１ 下谷沢Ａ 小山字八重山   他  

32 ３４４－Ⅰ－０３２ 下谷沢Ｂ 小山字別当沢   他  
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33 ３４４－Ⅰ－０３３ 大沢川 小山字棚口    他  

34 ３４４－Ⅰ－０３４ 和手川 小山字怒田場  

35 ３４４－Ⅱ－００１ 金時川 桑木字一の沢   他  

36 ３４４－Ⅱ－００1-2 金時川左支川 桑木字一の沢   他  

37 ３４４－Ⅱ－００２ 竹之下沢 竹之下字渡り上り 他  

38 ３４４－Ⅱ－００３ 奥の沢川 上野字ヤツブリ  他  

39 ３４４－Ⅱ－００４ 柳島川 柳島字山口    他  

40 ３４４－Ⅱ－００５ 小野畑沢 柳島字小野畑   他  

41 ３４４－Ⅱ－００６ 野沢川右支川Ｂ 柳島字前田    他  

42 ３４４－Ⅱ－００７ 小山湯船川 湯船字湯船沢   他  

43 ３４４－Ⅱ－００８ 湯船沢Ａ 湯船字上耕地   他  

44 ３４４－Ⅱ－００９ 湯船沢Ｄ 湯船字子り坂   他  

45 ３４４－Ⅱ－０１０ 湯船沢Ｅ 湯船字子り坂   他  

46 ３４４－Ⅲ－００１ 上野川 上野字ヤツブリ  他  

47 ３４４－Ⅲ－００２ 中島川 中島字金口    他  
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別表第２ 

資器材一覧表 

 

１ 資器材一覧表（音渕水防倉庫） 

  資 器 材 数量 

鉄   杭 （本） ５０ 

土 の う （枚） １９，８５０ 

大型土のう （枚） ５０ 

縄（ロープ） （巻） ２５ 

掛   矢 （丁） ３２ 

ショベル （丁） ５０ 

ジョレン （丁） ２６ 

つるはし （丁） ３８ 

と  び （丁） ２ 

バール （丁） ４ 

リアカー （台） １ 

鋸 （丁） ７ 

鉈 （丁） ２ 

工具セット （式） １ 

ペンチ （丁） ７ 

番線カッター （丁） １１ 

し の （丁） １６ 

投光器 （灯） １６ 

発電機 （台） １ 
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 ２ 資器材一覧表（足柄水防倉庫） 

  資 器 材 数量 

土 の う （枚） ２００ 

大型土のう （枚） ３０ 

縄（ロープ） （巻） ３ 

掛   矢 （丁） ５ 

大ハンマー （丁） ３ 

ショベル （丁） １０ 

ジョレン （丁） ５ 

つるはし （丁） ５ 

と  び （丁） ３ 

鋸 （丁） ５ 

バール （丁） ５ 

工具セット （式） １ 

番線カッター （丁） ５ 

 

 ３ 資器材一覧表（谷戸防災倉庫） 

   

  資 器 材 数量 

縄（ロープ） （巻） ６７ 

掛   矢 （丁） ２３ 

ショベル （丁） ６１ 

ジョレン （丁） ２３ 

つるはし （丁） ４３ 

と  び （丁） １５ 

ブルーシート （枚） ４０５ 

リアカー （台） ２ 

鋸 （丁） ８ 

投光器 （丁） ３７ 

発電機 （式） ６ 

チェーンブロック （台） １ 

エンジンカッター （台） ３ 

チェーンソー （３） ３ 

ジャッキ （台） ６ 

救命胴衣 （着） ２０ 
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別表第３ 

無線・広報設備のある公用車一覧表 

呼出名称 管 理 車 種（車番） 呼出名称 管 理 車 種（車番） 

４０１ 総 務 課 ＡＤバン(2226) ４２２ 住民福祉課 ﾜｺﾞﾝ R（696） 

４０２ 総 務 課 デミオ（4074） ４２３ 総 務 課 ｴﾌﾞﾘｨｰ（6314） 

４０３ 総 務 課 デミオ（5434） ４２４ 上下水道課 ｴｸｽﾄﾚｲﾙ（7011) 

４０４ 総 務 課 ｳｨﾝｸﾞﾛｰﾄﾞ(2253) ４２５ 上下水道課 ｳｨﾝｸﾞﾛｰﾄﾞ(372) 

４０５ 総 務 課 ﾀｳﾝｴｰｽ（3218） ４２６ 上下水道課 ムーブ（6075） 

４０６ 総 務 課 ビーゴ（2547） ４２７ 上下水道課 ダイナ（1314） 

４０７ 総 務 課 ﾊﾟｼﾞｪﾛﾐﾆ（7873） ４２８ 建 設 課 ダイナ(3282) 

４０８ 防 災 課 ｴﾌﾞﾘｰ（8772） ４２９ 建 設 課 ｷｬﾘｰ（3704） 

４０９ こども育成課 ﾌﾟﾘｳｽ（3390） ４３０ 建 設 課 ｴｸｽﾄｴｲﾙ（818） 

４１０ おやまで暮らそう課 アルト（5419） ４３１ 住民福祉課 ｱﾙﾄ（698） 

４１１ 総 務 課 ﾌﾟﾘｳｽ（7111） ４３２ 健康増進課 ﾊﾟｰﾄﾅｰ（109） 

４１２ 総 務 課 ﾊｲｴｰｽ（6104） ４３３ 健康増進課 ｽﾃｯﾌﾟﾜｺﾞﾝ（579） 

４１３ 総 務 課 ﾊｲｾﾞｯﾄｶｰｺﾞ(293) ４３４ 健康増進課 ピノ（37） 

４１４ 総 務 課 ﾌﾟﾘｳｽ（415） ４３５ 総 務 課 ＡＤバン(7491) 

４１５ 総 務 課 セレナ（4510） ４３６ 生涯学習課 ｴﾌﾞﾘｰ（7899） 

４１６ くらし安全課 デュトロ(1287) ４３７ くらし安全課 ｷｬﾘｰ（4025） 

４１７ 防 災 課 ﾊｲｴｰｽ（111） ４３８ 須 走 支 所 ｴﾌﾞﾘｰ（1471） 

４１８ くらし安全課 ｴﾌﾞﾘｰ（6341） ４３９ 北 郷 支 所 ｼﾞﾑﾆｰ（7150） 

４１９ 未来拠点課 ｷｭｰﾌﾞ（581） ４４０ 総 務 課 ｱｸｱ（481） 

４２０ 会計収納課 ｴﾌﾞﾘｰ（9823） ４４１ 須 走 支 所 ｷｬﾘｰ（8536） 

４２１ 住民福祉課 ｳｨﾝｸﾞﾛｰﾄﾞ(6047)    

凡例：色付き枠内は、広報設備（スピーカー）を塔載 
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別表第４ 

分団の水防受け持ち区域 

 

監視警戒河川及び橋名 担当分団及び責任者 

 大沢川   大沢川橋 大沢橋 和手橋 消防第１分団 分団長 

 滝沢川   滝沢橋 幕下橋 消防第１分団 分団長 

 西沢川   西沢橋 中西沢橋 消防第１分団 分団長 

 頓沢川   頓沢橋 消防第１分団 分団長 

 鮎沢川   小山橋 富士見橋 落合橋 消防第１分団 分団長 

   坪入橋 花戸橋 千束橋 轡橋  

新金時橋 

消防第４分団 分団長 

 須川   須川橋 中須川橋 上須川橋 消防第２分団 分団長 

 馬伏川   清水橋 消防第２分団 分団長 

   思橋 消防第６分団 分団長 

 野沢川   下野沢橋 六合橋 中野沢橋 消防第１分団 分団長 

   上野沢橋 向田橋 日影橋 消防第３分団 分団長 

 中島川 柳島川 湯船川 消防第３分団 分団長 

 地蔵堂川   矢台橋 神田橋 消防第４分団 分団長 

 山沢川   落合河原橋 消防第４分団 分団長 

 金時川   向平橋 金時向平橋 消防第４分団 分団長 

 上野川 奥の沢川 消防第５分団 分団長 

 佐野川   用沢橋 上佐野川橋 相野橋 消防第５分団 分団長 

   用沢原橋 佐野川橋 消防第６分団 分団長 

 立沢川 海苔川 消防第６分団 分団長 

 精進川 消防第７分団 分団長 
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別表第５ 

 

○小山町水防協議会設置条例 

昭和 58 年 3 月 31 日 

条例第 11 号 

（設置） 

第１条 水防法(昭和２４年法律第１９３号。以下「法」という。)第３４条

第１項の規定により小山町に水防協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

（委員定数） 

第２条 協議会委員の定数は、１５名とする。 

（所掌事項） 

第３条 協議会は、水防計画の樹立その他水防に関し必要な事項を調査審議

する。 

（組織） 

第４条 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

２ 会長に事故があるときは、会長が指名する委員が、会長の職務を代理す

る。 

第５条 関係行政機関の職員又は団体の代表者たる委員に事故があるときは、

その指名する職務上の代理者がその職務を行うことができる。 

（任期） 

第６条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の

残任期間とする。 

２ 会長において特別の事由があると認めたときは、前項の規定にかかわら

ずその任期中においてもこれを免じ、又は解嘱することができる。 

（会議） 

第７条 会長は、会議を招集し、その議長となる。 

第８条 協議会は、委員の２分の１以上の出席がなければ会議を開くことが

できない。ただし、緊急を要する場合は、この限りでない。 

２ 協議会の議事は、出席委員の過半数で決するものとし、可否同数のとき

は、議長の決するところによる。 

（庶務） 

第９条 協議会に幹事及び書記若干名を置き、会長が命じ、又は委嘱する。 

２ 幹事は、会長の命を受け、庶務を掌理する。 

３ 書記は、上司の命を受け、庶務に従事する。 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるものを除くほか、議事の手続その他協議会運営

について必要な事項は会長が定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

  附 則（平成２５年９月２６日条例第２８号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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資料 

災害用伝言ダイヤル「１７１」等 


